６．産業相互の依存関係
　各産業部門間には原材料などの需要と供給を通じて、密接な相互依存関係が成立している。中間需要率と中間投入率の大小により各産業を分類すると、４つのグループに分類される。
（Ⅰ）中間財産業（中間投入率、中間需要率とも５０％以上の産業）
　このグループは、他の部門から多くの原材料などを購入して生産を行い、その生産物の多くを他の部門の原材料などとして販売している産業からなっている。パルプ・紙・木製品、石油・石炭製品、窯業・土石製品などがある。
（Ⅱ）最終需要財産業（中間投入率が５０％以上で、中間需要率が５０％以下の産業）
　このグループは他の部門から多くの原材料などを購入して生産を行い、その生産物の多くを最終需要部門へ販売している産業からなっている。食料品、繊維製品、精密機械などがある。
（Ⅲ）最終需要財的基礎産業（中間投入率、中間需要率とも５０％以下の産業）
　このグループは生産において原材料依存の割合が低く、その生産物の多くを最終需要部門へ販売している産業からなっている。商業、サービス、公務などがある。
（Ⅳ）中間財的基礎産業（中間投入率が５０％以下で、中間需要率が５０％以上の産業）
　このグループは生産において原材料依存の割合が低く、その生産物の多くを他の部門へ原材料などとして販売している産業からなっている。漁業、化学製品、電力・ガス・水道などがある。
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７．　eq \o\ad(\d\fo"最終需要　　　　"(),最終需要)
　最終需要は、家計外消費支出、民間消費支出、一般政府消費支出、総固定資本形成（公的）、総固定資本形成（民間）、在庫純増、移輸出で構成されており、全ての生産活動は、これらの需要を満たすために行われる。
　平成７年における本県の最終需要の総額は、７兆１，５１３億円となった。その内訳をみると、民間消費支出が２兆５，１１６億円で全体の３５．１％を占め、次いで、移輸出が２兆２，２０４億円（３１．０％）、一般政府消費支出１兆８２３億円（１５．１％）、総固定資本形成（民間）６，６７４億円（９．３％）、総固定資本形成（公的）４，７５９億円（６．７％）、家計外消費支出１，６７８億円（２．３％）、在庫純増２５８億円（０．４％）となっている。
平成２年からの伸びをみると、最終需要全体では、１８．４％の増加となったのに対して、これを上回る伸びを示したのは家計外消費支出、一般政府消費支出、在庫純増、移輸出で、民間消費支出と総固定資本形成は全体の伸びを下回った。

注） ９３ＳＮＡの「消費概念の２元化」により、従来、民間消費支出とされていた医療費等の政

   府負担分が、平成７年表では一般政府消費支出に移されたことにより、一般政府消費支出の構

   成比が平成２年表より大幅に高くなっている。
用語の解説

  最終需要
　原材料のように他の生産活動に利用されるのではなく、最終的に消費される財貨・サービスに対する需要で、投資も含まれる。また、生産活動によって生みだされた粗付加価値に対し、次の関係が成立している。
　　　最終需要－移輸入＝粗付加価値
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８．　eq \o\ad(\d\fo"移輸出と移輸入　　"(),移輸出と移輸入)
　平成７年の移輸出額は２兆２，２０４億円、移輸入額が２兆５，６３３億円となっており、３，４２８億円の移輸入超過となっている。
　産業別に移輸出額と移輸入額の差をみると、農業、畜産・養蚕、林業、漁業、鉱業、商業、運輸・通信・放送で移輸出超過となっており、逆に製造、電力・ガス・水道、金融・保険・不動産、サービスで移輸入超過となっている。
　また、製造業の内訳をみると、移輸出超過は、食料品、繊維製品、パルプ・紙・木製品、鉄鋼、非鉄金属、電気機械の６業種となっており、その他は移輸入超過となっている。
移輸出率（生産額に占める移輸出額の割合）と移輸入率（県内需要に占める移輸入の割合）の大小によって、各産業を４つのグループに分類したのが次項の図である。

（Ⅰ）県際流通型財（移輸出率、移輸入率とも５０％以上）
このグループは、生産したものの多くを県外へ移輸出し、県内で需要するものは、県外から移輸入するといったもので、例えば、電気機械のように、本県では部品を製造、移出し、完成品を移入するというものや、同産業でも違った品目を移出入するというものであり、本県では、繊維製品、化学製品、非鉄金属、電気機械、精密機械などが属している。

    （Ⅱ）高度移輸出型財（移輸出率が５０％以上、移輸入率が５０％以下）
県内需要をある程度満たしながら、移輸出のウェイトが高いものであり、農業が属している。

    （Ⅲ）県内自給型財（移輸出率、移輸入率とも５０％以下）
移輸出、移輸入に適さないサービスや属地性の強いものが多く、林業、漁業と第３次産業が属している。

    （Ⅳ）移輸入依存型財（移輸出率が５０％以下、移輸入率が５０％以上）
　県内需要の多くを移輸入でまかなっているもので、石油・石炭製品などが属している。
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10． 最終需要と生産

　平成７年の県内生産額７兆７，１３６億円は、平成７年の最終需要７兆１，５１３億円をまかなうために、直接、間接に必要となった生産額の合計である。
　３５部門表により、これがどの最終需要によって誘発されたかその割合（生産誘発依存度）を最終需要の項目別にみると、移輸出によって３７．４％、民間消費支出によって２６．２％、一般政府消費支出１６．８％となっている。平成２年と比べると、家計外消費支出、一般政府消費支出、在庫純増、移輸出に対する依存度が上昇し、他は低下している。　
　次に、１単位の最終需要によってどの程度の県内生産が誘発されたか（生産誘発係数）を最終需要の項目別にみると、移輸出が１．３０倍と最も大きく、次いで県内総固定資本形成（公的）１．２７倍、一般政府消費支出１．１９倍の順となっている。平成２年と比べると、県内総固定資本形成（公的）、県内総固定資本形成（民間）、在庫純増で生産誘発係数が上昇し、他は低下している。
用語の解説

  生産誘発額

　  県内生産活動は、最終需要を過不足なく満たすために行われているのであり、言い換えれば、最終 

需要が県内生産を誘発しているといえる。このように、最終需要をまかなうために直接・間接に必要

となる県内生産額を生産誘発額といい、これを最終需要の項目別にみたものが、最終需要項目別生産　

誘発額である。

  なお、最終需要項目別生産誘発額を合計したものは、県内生産額に一致する。

生産誘発依存度

  生産誘発額の最終需要項目別構成比であり、生産が、どの最終需要項目により、どれだけ誘発され

たかの割合を示している。

生産誘発係数

  各項目別最終需要額に対する、生産誘発額の比率であり、当該最終需要の何倍の県内生産が誘発さ

れたかを示している。
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